
アルテス リベラレス （岩手大学人文社会科学部紀要）

第89号 2011年12月 63頁〜75頁

消費者像の多様性と「消費者市民」（4・完）
――――消費者市民像の提示――――

松 岡 勝 実

目次

1 はじめに

2 市民社会・市民像の変容

2-1 近代市民社会の法秩序

（1）社会規範としての法秩序

（2）国家と分離した経済領域としての市民社会

（3）抽象的人間観・法秩序と現実世界の倒錯

2-2 だれのための近代市民社会であったか

2-3 現代市民社会における消費者の登場

2-4 公共圏としての市民社会

3 民法における人間像の具体化・多様化

4 消費者という人間像

4-1 消費者の特性

4-2 消費者＝生活者論

4-3 消費者＝市民論

5 多様化する消費者像

5-1 自律のため支援を要請する人間像（以上85号）

5-2 介入指標としての消費者

5-3 賢くなりうる自立した消費者

5-4 事業者の表示に依存する消費者

5-5 プロスペクト理論における消費行動

5-6 多重債務者問題は自己責任か

5-7 能動的主体としての消費者像（以上87号）

5-8 公私協働する消費者

6 統合的消費者像の提示

6-1 問題提起

6-2 関係的消費者観

6-3 統合的消費者像（以上88号）

7 消費者市民社会

7-1 シティズンシップの二面性

7-2 コンシューマー・シティズンシップ

7-3 消費者市民社会論としてのコンシューマー・シティズンシップ

7-4 消費者市民像



（1）消費者市民の主体性

（2）消費者市民の権利

（3）消費者市民の責任

8 むすびにかえて―消費者から消費者市民へ

7 消費者市民社会

7-1シティズンシップの二面性

ここから消費者市民社会について論じたい。消費者市民社会は，consumer citizenshipの訳

語として用いられることがある。そこで，consumer citizenshipなる語を手がかりに考察を進

める。その手順として（1）シティズンシップの二面性，（2）コンシューマー・シティズンシッ

プ，（3）消費者市民社会論としてのコンシューマー・シティズンシップ,（4）消費者市民像に

テーマを分ける。

Citizenship なる語は，明快な言葉ではない。シティズンシップはもともと曖昧な概念である

がうえ，論者によってときに恣意的といえるほど様々に解釈されることがあるようである（亀

山2007,74）。シティズンシップなる語に未だ定訳がなく，シティズン〈市民〉という言葉です

ら，日常用語として定着していないのだから，そこに「状態・身分・職・任期・技量・手腕な

ど，さまざまな含意を持ったshipがつくと，さらにさまざまに解釈可能な概念となってしまう」

（岡野 2009,21）。

Citizenshipは，通常「市民権」と訳されるが，「市民性」「市民的資質」「市民的行動」「共同社

会性」などさまざまに訳されることもあり，「シティズンシップ」とカタカナ表記にしているこ

とも多い。

マーシャル＝ボットモア『シティズンシップと社会的階級』の訳者は，「シティズンシップ」

は「ある共同社会（a community）の完全な成員である人びとに与えられた地位身分（a status）」

であり，通例「市民権」と訳されるが，市民権とすると，共同社会における成員資格

（membership）や地位身分（status）というニュアンスが伝えられず「義務の側面」が軽視され

るうえ，市民的権利（civil rights）と混同されやすいと指摘して，citizenshipを和訳せずそのま

まカタカナ表記にとどめている（マーシャル＝ボットモア1993,223 )。

社会学の領域においては，「シティズンシップ」の語義を３つに分けている。シティズンシッ

プは，第1に，国籍とほとんど同じ意味に用いられる。第2に，市民という地位・資格に結びつ

いた諸権利を指す。第３には，「個人が共同体に参加しそこに一体化する行為の型」をいい，人々

の行為，アイデンティティなどに関するコンセプトである（宮島 2004,2）。

ヒーターによれば，「市民権」（シティズンシップ）の本質は，一面的なものではなく，地位

（公民，政治，社会，経済，環境），情緒（アイデンティティ〈国民的，多重的〉，市民の徳），

能力（理解，行動する技術），義務，法的権利，責任などの各種の諸要素が複雑に二次元的につ

ながった概念の全体であるという。そして彼はその研究は，常に時代に即しているだけでなく

複雑多様で変化し続ける主題を追いかけるようなものだと形容する（ヒーター 2002）。

シティズンシップ研究会は，『シティズンシップの教育学』の序文において，シティズンシッ

プとは「政治共同体の成員としての市民が享受すべき諸権利の側面」（市民権）と「権利主体で

ある市民に対して一定の義務の履行や公的な市民社会への貢献を要請する側面」（「市民性」「市
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民的資質」）が含まれているとする（シティズンシップ研究会 2006）。

このように見てくるとシティズンシップの用語自体，かなり含みのある言葉であると思われ

るが，シティズンシップの語義をとりあえず，

① 市民であることの地位，身分，資格, 法的権利，市民の徳という側面，

② 市民の義務，共同体に参加する行為，市民社会への貢献という，市民であることの能

動的（または行動的）側面，

の両面に大きく整理しておくことにしよう。

7-2コンシューマー・シティズンシップ

Consumer Citizenshipは，教育・啓発活動の場でこれまで用いられてきた用語である。

Consumer Citizenshipは英国のcitizenship教育で特に受容され，カナダやオーストラリアで広

く用いられるようになった。

欧州を中心に活動しているコンシューマー・シティズンシップ・ネットワーク（Consumer

Citizen Network: CCN）をリードするトレーセンは，「コンシューマー・シティズンシップ」を

以下のように定義する（Thoresen 2003,12）。

「コンシューマー・シティズンシップは，個人が，消費者としての役割において，倫理的問

題，多様な見方，地球的プロセス，将来の状況を考慮して社会の発展と維持に積極的に参加す

ることである。コンシューマー・シティズンシップは，個人が自身のニーズや幸福を求めるの

に，国際的な地域，国家，地元地域，家族の規模と同様に地球規模で責任を負うことを含む。」1)

関連の文献で，トレーセンは「コンシューマー・シティズンシップ」を，消費者市民をそ
・

の
・

基
・

礎
・

と
・

す
・

る
・

としているので(Thoresen 2005,9)，消費者市民（consumer citizen）の定義も参照

しよう（CCN 2005,7）。

「消費者市民とは，倫理的，社会的，経済的，環境的考慮に基づきさまざまな選択をする個

人である。消費者市民は，家族的，国家的，地球的レベルで責任をもって行動し，公正で持続

可能な発展の維持に積極的に貢献する。」2)

以上の消費者市民社会（＝コンシューマー・シティズンシップ）の定義は，ＣＮＮとトレー

センのコンシューマー・シティズンシップの定義に依拠していると思われる。

他方，コンシューマー・シティズンシップが，先に述べたシティズンシップの二面性（前述

の①②）と沿うようにして，個々の消費者市民の特性とそのなすべき行動を構成要素としてい
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1) 原文は以下の通り。“Consumer citizenship is when the individual, in his/her role as a consumer,

actively participates in developing and improving society by considering ethical issues, diversity of

perspectives, global processes and future conditions. It involves taking responsibility on a global as well

as regional, national, local and family scale when securing oneʼs own personal needs and well-being.”

2) 原文は以下の通り。“A consumer citizen is an individual who makes choices based on ethical, social,

economic and ecological considerations. The consumer citizen actively contributes to the maintenance of

just and sustainable development by caring and acting responsibly on family, national and global levels．”



ると解される。

ＣＣＮは，個人の社会的責任に焦点を当て，持続可能な発展と地球的規模の連帯を支援する

規範や行動に関心を向けており，シティズンシップ教育，環境教育，消費者教育の分野で専門

知識を集約し，コンシューマー・シティズンシップ教育に関連したリサーチや発展的事業での

対話，協力のチャンネルを提供しようとしている（Doyle 2005,8）。以下に紹介する国民生活審

議会の意見書は，Consumer Citizenshipを「消費者《市民社会》」と訳しているが，別なところ

ではCitizenshipを《市民学》と訳している（2008,10）。これはコンシューマー・シティズンシッ

プが消費者教育の場で用いられてきたこととも関連する。

では，コンシューマー・シティズンシップをどう日本語に直したらよいだろうか。現在のと

ころ定訳はないようである。上記のシティズンシップとＣＣＮの定義を踏まえると，コン

シューマー・シティズンシップは，「消費者市民の市民性」「消費者市民の社会的責任」「消費者

市民の連携（力）」ということになるだろうか。あるいは，次に議論するように日本型消費者市

民社会の概念に直したらよいのだろうか。

7-3消費者市民社会論としてのコンシューマー・シティズンシップ

2008年の国民生活審議会「消費者・生活者を主役とした行政への転換に向けて（意見）」は，

「消費者市民社会」という言葉を次のように定義づけている。

「消費者市民社会（Consumer Citizenship）とは，個人が，消費者としての役割において，社

会倫理問題，多様性，世界情勢，将来世代の状況等を考慮することによって，社会の発展と改

善に積極的に参加する社会を意味している。つまり個人自らのためだけでなく，消費者・生活

者全体の福祉ために行動できる消費者・生活者が求められており，消費者・生活者が自分自身

の個人的ニーズと幸福を求めるとしても，地球，世界，国，地域，そして家族それぞれの段階

で責任を果たすものと言える。」（2008,3）

そしてこの定義は，その行政の転換を図るための消費者庁の創設を閣議決定した「消費者行

政推進基本計画」（2008年6月）においても次のように引き継がれている。

「『消費者市民社会』とは，個人が，消費者としての役割において，社会倫理問題，多様性，

世界情勢，将来世代の状況等を考慮することによって，社会の発展と改善に積極的に参加する

社会を意味しており，生活者や消費者が主役となる社
・

会
・

そ
・

の
・

も
・

の
・

と考えられる。」（傍点引用者）

コンシューマー・シティズンシップを消費者市民社会と訳した意義について，高橋は次のよ

うに書いている。

「海外の消費者市民社会の議論をそのまま導入しても上手くいかない。特に日本では成熟し

た市民社会自体の構築が進んでこなかったことを踏まえる必要がある。つまり，消費社会（市

場）に市民性を持たせるだけでは協働や社会的弱者を包み込む社会に転換するのは難しくなっ

ている。Consumer citizenshipを「消費者市民（権）」ではなく「消費者市民社会」と訳した意

味はここにある。･･･消費者市民社会の鍵は，国民全体が市民性を意識する意識改革とその意

識を活かすことができる社会システムである。」（高橋 2010b）
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高橋によれば，市民性の意識啓発については，消費者市民教育が重要であると位置づけ，社

会システムの構築については，市民参画型の行政制度とセーフティーネットの構築が重要であ

ると説く。なぜなら，大多数の消費者が「活動的な（proactive）消費者」であることが望まし

いとしても，「脆弱な（vulnerable）消費者」という一定の弱者は常に存在するので，消費者行

政はそうした層を保護するのに最も重要な役割を果たすという。そして，消費者市民教育と行

政制度（市民参画と弱者保護）は両輪のようにして社会変革を推進する原動力となって，中，

長期的には，「個人の自立」「自立支援」だけではなく，〈社会全体の自立，支援〉が目指される，

という。

ところで，「脆弱な消費者」について，少し触れておこう。消費者が，「消費者被害を受けや

すい状態」（vulnerable）となりうるのは，消費行動（物品・サービスの購入）における意思決

定に必要な情報を得るのに多大に困難な状況にあるか，その消費行動の結果として，人格的な

利益を含めた諸利益に多大な損失（期待利益も含む）がもたらされることから生じる。例えば，

vulnerable consumerの集団は，重なることも前提とされるが，高齢者，若者，失業者，体の不

自由な者または持病を抱える者，低所得世帯，少数民族に属する者，通常の教育を受けていな

い者などにおいて分類して同定することができる（OFT 1998: OECD 2009）。

日本において，消費者の脆弱性から見た基準ではないが，一定の判断材料をもとにした「消

費者力」は，最終学歴や，個人年収によって差があり，社会的価値行動を実践している人は高

い傾向があり，年齢が高くなるほど（特に60歳以上）低くなる傾向が見られている（内閣府

2008）。全国の消費生活センターに寄せられた契約当事者が70歳以上の相談件数について，200

１年度56,915件であったものが，2004年度129,392件と10万件を超え，2010年度には137,093件と

増加を続け，相談全体の15％を占めている（国民生活センターＨＰ）。高齢者の消費者トラブル

には，「だまされたことに気づきにくい」「被害にあっても誰にも相談しない」という特徴があ

るという（内閣府「高齢者の消費者トラブルガイドブック」）。

話しをもとに戻す。高橋は，コンシューマー・シティズンシップの意義，すなわち，これま

での経済社会や消費生活の諸問題を克服するための「市民性」「公共性」の回復の文脈を超え，

市民性が十分醸成されていない日本の市民社会にあっては，市民性を基点としつつ，「市民社会

の構築」と「消費者社会での市民性の回復」の双方を包括的に行える「社会システムへの転換」

をコンシューマー・シティズンシップの翻訳で主張する（高橋 2010a:2010b）。

高橋の説く消費者市民社会論でもう１つ注目される点は，協働や社会的弱者の包摂――市民

の参加を担保する行政とセーフティーネットワークの観点――を含んでいることである。いわ

ば「厚みのある日本型コンシューマー・シティズンシップ」論であると評価しうる。

内容的には彼の所論に共感しつつも，実を言えば，コンシューマー・シティズンシップを消

費者市民社会と訳されていた理由（別言すると，consumer citizensʼ societyの訳語ではない理由）

に関心をもつようになったことが，本稿を書く機縁となったので，「消費者市民社会論としての

コンシューマー・シティズンシップ」について若干のコメントを加えておきたい。

繰り返しになるが，高橋は，「市民社会」が確立した欧米において，コンシューマー・シティ

ズンシップは，市民ひとりひとりの「市民性」「社会的責任」を論じることになるが，日本では，

「市民性」と「市民社会」が土台としてはっきりしていないために，コンシューマー・シティズ

ンシップを「消費者市民社会」と訳すことによって，社会全体の変革を構想したものと思われ

る。

ただ，そうなると逆説的ではあるが，コンシューマー・シティズンシップが，消費者の〈市

民性〉の回復の文脈から生じていることをまずもって確認しておくこと（土台をはっきりさせ
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ておくこと）も，市民や市民性ということばが一般に根づいていない日本社会にあってこそ必

要性を感じるものである。消費者市民社会を論じるためには，消費者市民像や消費者市民の〈市

民性〉に最初に着目し，その次に，消費者市民の社会（consumer citizensʼ society）を論じると

いう手順もあるだろう。

そもそも「社会」という言葉も日本語としてもあいまいなところがある。「society」の訳語と

しての「社会」であれば，国，地域，一定の組織などの人々，集団を意味しているが，「社会」

は，漠然と「世の中」「世間」を指すことも多いだろう。消費者市民社会と聞いて，自分のこと

としてではなく，広く世間のあり方として関心が向けられてしまうと，コンシューマー・シティ

ズンシップの意義とひいてはその指向する目標がぼやけるおそれもある。

先述のシティズンシップの二面性を踏まえれば，私たちひとりひとりが，市民としてよりよ

く生きるためには，どうしたらよいか，どのようにして私たちがつながりをもつべきか，どの

ような徳を備えて，共通善のために何ができるか，どのようにお互いを尊重すべきか，といっ

た〈市民性〉にかかわる議論を深めながら，社会とのつながりや，社会像，国家のあり方が模

索され，共同体論が展開されたほうがよいのではないか。

コンシューマー・シティズンシップを「消費者市民社会」と直截にとらえると，そのような

議論の道筋が見えにくくなるのではあるまいか。高橋の所論に共感するがゆえに，矛盾するよ

うであるが，市民的資質があまり問われてこなかった日本社会にあってこそ，あくまでも個人

〈ひと〉の議論を通じて社会または社会の理念を考えたほうが自然である。

確かに，消費社会（市場）に市民性を持たせるだけでは，社会的弱者を包摂する社会に転換

するのは難しいかもしれない。だが，これまで本稿で議論してきた，多様化する消費者像ない

し「統合的消費者」といった，人間像論においても社会的な包摂を導き出すことは十分可能で

ある。

最近のシティズンシップ論においても，独立的な個人を前提とするリベラリズムのシティズ

ンシップではなく，生身の人間の脆弱性，高度・複雑化する社会にあって個人が生きていくう

えでの相互依存性，ケアの倫理に着目した，新しい「ひと」像と共生の原理を模索しようとす

る動きがある（岡野2009,242）。本来，排他性をもつ市民性を克服して，包摂の原理を導入しよ

うとするものである。もちろん，これから述べる消費者市民像もそうした市民性を共有してい

る。

7-4消費者市民像

消費者市民（consumer citizen）は，「経済の主体」「社会を変革する主体」として，積極的な

「参加」が求められている。以下，その主体性，権利，責任の観点から消費者市民像を考察する。

（1）消費者市民の主体性

消費者市民の概念は，一方で「現実的な問題を抱えている消費社会」のシステムと，他方で

「対等な立場で自立した市民が民主的に形成する市民社会」のシステムが重なり合う場で，「主

体としてのアイデンティティを貫こうとする消費者という人間主体に注目し，消費者・労働者・

投資者・家庭人・住民といった多様な社会的役割を統合する」，垂直的・統合的視点を提示する。

消費者市民という言葉には，これからの経済社会の主人公を指す言葉として魅力的な響きがあ

る（安田 2003, 91ff）。

消費者市民は，消費者概念に，「市民概念」を付加することによって，主体的な思考様式の含

みの広さをもつ。消費者市民には，「賢い消費者」「自立した消費者」を含みながら，それだけ

にとどまらず，市民が社会の一員として，望ましい社会を形成する参加が求められる（植竹
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1995）。主体の特性としては，「非消費者も含む人間主体」であり，社会の発展と改善に積極的

に「参加する主体として」は，望ましい競争と公正な市場を生む経済主体であり，かつ「支援」

や「連帯」の価値を高める社会変革の主体でもある。

日々の消費生活の行動や選択にかかわる点で，「賢い消費者」「自立した消費者」と「消費者

市民」は重なり合うが，消費者市民は，その行動を社会的責任としてとらえる点で視点が異な

る。

社会変革を担うためには，消費者の自立支援が前提であることはいうまでもない。2008年度

のある調査によると，消費者教育を受けたことがある人は全体（男女4,164人）のうちで，平均

11.4％という統計があり消費者教育が十分ではない現状に注目しておくべきだ（内閣府 2008）。

せっかく，学習指導要領によって学校教育の現場で，消費者教育が導入されていても，学習の

モチベーション，教材開発，教育の体系的内容などの点で問題があると指摘されている（松本

（明）2010）。消費者が経済社会において主体的な役割を果たしうる制度上の基盤と，消費者の

自己決定能力を高める教育・情報提供の充実を図る社会において，消費者市民は育まれるので

ある。

消費者市民は，社会を変革する力を発揮することが期待されているとはいえ，主体性を強調

し過ぎることで窮屈な社会をつくってはならない。むしろ，心のゆとりと成熟した社会をもた

らそうとするものである。ゆえに，困窮者や高齢者に対しては，主体的役割を強制しようとい

うものではなく，消費者市民は，優しい眼差しで他の消費者・生活者と連帯し，労働者として

もその視点で事業活動を見直し社会を良くしていこうとする（内閣府 2008）。

（2）消費者市民の権利

シティズンシップの二面性から，権利主体性すなわち，消費者市民の権利についても触れて

おく。消費者基本法２条は，以下の７つの権利を消費者の権利として尊重すべきことを定めて

いる。これらは，消費者市民の主体性を支える基盤となるだろう。

① 消費生活において基本的な需要が満たされること

② 健全な生活環境が確保されること

③ 消費者の安全が確保されること

④ 商品及び役務について消費者の自主的かつ合理的な選択の機会が確保されること。

⑤ 消費者に対し必要な情報及び教育の機会が提供されること

⑥ 消費者の意見が消費者政策に反映されること

⑦ 消費者に被害が生じた場合には適切かつ迅速に救済されること

これらの権利の性質は，理念的・宣言的なもので，「権利」といっても消費者に具体的な権利

が生じるものではないが，「消費者の利益の擁護及び増進に関する総合的な施策」は，これらの

権利を尊重するとともに，「消費者が自らの利益の擁護及び増進のため自主的かつ合理的に行

動することができるよう消費者の自立を支援すること」を基本的な指針とするものである。

（3）消費者市民の責任

消費者市民は，①消費者問題の新たな広がり（金融，介護，医療などの各種サービス，リサ

イクルなどの環境関連の社会活動）を捉え，②市場に依存する市民生活に目を向け，③「市場

に参加する消費者」と「社会に参加する市民」の役割，すなわち，「生活向上の手段たる市場に

市民生活の特定の分野を取り込むか否か」「市場にはどのようなルールが必要かという社会的

決定」に参画することを自覚する（安田 2001,95ff）。
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消費者は，「私益」の見地から自己責任（経済的・金銭的不利益や消費行動の結果としての満

足度）を負っているが，消費者は，消費行動を通じて「公益」にも深く関わる。消費者は，生

活する人間として自由財（空気，水，日光）の消費なくして生存することはできない。消費者

市民は，消費者の範疇をこえて非消費者までを含めた市民の立場として，人間と環境を守ろう

とし，社会，生態学的バランスの回復と人間福祉を追求する（呉 2003）。

消費者市民は，ＣＣＮの定義を見れば，参加型の消費者である。しかも消費者概念と比べれ

ば，社会的責任に特徴がある。ここでいう責任（responsibility）は，はっきりとではないが，義

務（duty）や履行義務（obligation）とは異なる概念である。トレーセンは，責任を引き受ける

ことは，履行義務を生じるような負担はないが，社会的な力（force）による私たちの一定の行

動であることを示唆している（Doyle 2005,7）。

倫理学的に見れば，責任は，義務とは異なり，特定の活動は要求しないが，責任主体に対し

て，他者の行動をも注視する命令を含み，目標や目標達成のための行動の選択があるが，他方

において，結果を生むプロセスが作用していること（またはしたこと）をチェックし，プロセ

スを経た結果の確認を要求される。それゆえ，われわれは，「責任」の内容たる目標が達成でき

なかった場合よりも，かかるケアに無感覚であった場合，つまり無責任（irresponsible）であっ

た場合に強く非難される（Goodin 1986）。

消費者基本法は，事業者，国の責務とともに，以下のように消費者と消費者団体の責務を定

めている（８,９条）。

①消費者は、自ら進んで、その消費生活に関して、必要な知識を修得し、及び必要な情報を

収集する等自主的かつ合理的に行動するよう努めなければならないこと

②消費者は、消費生活に関し、環境の保全及び知的財産権等の適正な保護に配慮するよう努

めなければならないこと

③消費者団体は、消費生活に関する情報の収集及び提供並びに意見の表明、消費者に対する

啓発及び教育、消費者の被害の防止及び救済のための活動その他の消費者の消費生活の安定

及び向上を図るための健全かつ自主的な活動に努めること

以上において，消費者や消費者団体の「責務」という文言が用いられているが，いわゆる努

力義務である。日本における消費者市民の「社会的責任」を定めたものであるといってもよい

だろう。

8 むすびにかえて―消費者から消費者市民へ

消費者市民の概念は，市民，消費者，多様化するまたは進化している消費者概念・統合的消

費者像と多くの部分が重なりあう。

これらの人間像に，持続可能な社会に向けた主体性や社会変革の責任を含ませることは可能

であるし，実際含まれている。それを否定する理由はない。だが，消費者市民を登場させるこ

とにより，市民，消費者概念の議論も盛んになり，多くの人々が関心をもちことばを尽くすこ

とにより，より豊かな新しい市民像と消費像を創造することも可能となる。

消費者市民は，活動の場として，「消費社会」と「市民社会」の双方のシステムをまたぐよう

に位置して，様々な社会的決定に参画する，垂直的統合的存在である。また，連帯したり，団
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体を形成したりして，公共圏として市民社会で活動する可能性もある。消費者市民は，その消

費行動において，環境的社会問題に関心を払い，持続可能なグローバルな視点で，トータルに

社会全体の幸福を求め，公益的に行動する。かような意味において，消費者市民は，個人か団

体かという議論に執着しない。

消費者市民は，消費者の脆弱性や社会的弱者をも包摂している。この点において，事業主か

個人かという区別にも距離を置く。なぜなら，事業主であっても，個人が，取引相手との関係

で相対的に，情報において劣位におかれている状態は消費者性を失っているとはいえないから

である。「消費者的事業者・事業者的消費者」に対する消費者契約法の適用の可能性を考えるこ

とにも通じるであろう（河上 2007, 394-5）。

消費者市民は，「消費者の保護」か「消費者の自立」かといった二者択一的な議論のレベルで

とらえるべきではない。現代における消費者像は，一方で，「弱く愚かな人間」「要保護者」「生

活者」「生身の人間」「具体的人間」という人間像であり，他方で「自律した市民」「主体的に生

活を築く存在」「自立のために支援を要請する個人」「賢くなりうる自立した消費者」といった

ように，互いに相矛盾するような人間像を抱えている。複雑化・高度化する消費者被害のリス

クに対して，個人の自律・自立を貫こうとしても，リスクからの脆弱な一面をぬぐいさること

はできないだろう。またこれらを止揚するように，支援を受けつつ連帯するプロセス重視の「能

動的主体としての消費者」「公私協働する消費者」が現れる。そして，これらを統合する意味で，

関係的消費者観や統合的消費者像を本稿では提示してきた。消費者市民は，かような要素を含

んだ人間像である。

それでは，民法学の消費者像と消費者市民像との関係をどうとらえるべきか。民法学におけ

る消費者像の多様性と，それらを時間的空間的に止揚する消費者像の登場は，人間の具体的な

生き様や，それぞれの立場や事情に対してより積極的に細かな配慮をしようという傾向ないし

法的進化のあらわれである。消費者市民は，よりよい社会構築のためのスローガンとして教育

的・啓発的・政策的色彩が濃いように思われるところ，それを血肉化するあるいは実質化する

シーズは，民法学における消費者像に多く発見されるし，関連する多く議論も親和性をもつ。

その意味で両者は排他的ではない。

他方で問題がある。消費者保護基本法（1968年）から，規制緩和と市場メカニズム重視の方

向を受けて，消費者基本法（2004年）が制定される過程で，「保護される消費者」から「自立す

る消費者」へと消費者の位置づけの転換が図られている。こうした動きは，先祖返りのような

パラドックス現象ではないか，位置づけをはかった新たな「消費者」が民法の先導者となりう

るのか，という問題提起がなされている（後藤 2008）。他方，弱く愚かな消費者像に先導され

た，市民法が自己崩壊の様相を呈しているとの危惧も生じている(川角1997)。これからの市民

法の先導者は，市民法劣化を食い止める「市民」なのであろうか。

こうした論争に加え，民法学おいても，消費者像は多様化しつつ，しかも新しい類型が生成

進行している。それらを法的にどう汲み上げていくのか，それを解釈論や立法論にどう結びつ

けていくかという個別対応型・多元的思考が求められている。

ただ，民法や消費者私法に属する個々の条文の解釈適用の際に生じる，社会システムの作動

は，あくまでも法律関係における要件・効果という構造（法的枠組）をもっており，そこから

先に立ち入り自己解凍して，消費者市民社会を構築するための細かいネットワークを張りめぐ

らすものではない。

その限界を見据えつつも，民法が市民の法であり，消費者法が，消費者の法である以上，市

民性，市民像，消費者像，そして，消費者市民像について問い続けることは，社会的なネット
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ワークの強化につながるはずだ。法は，社会の幸福，人間の幸福のためにある。法を創り，運

用し，変革する主体は私たち自身なのだ。良き法をつくるために，人間像の探求は続けられな

ければならないのである。

（完）

（2011年10月11日受理）
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